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令和３年度労災疾病臨床研究事業費補助金 

「過労死等の実態解明と防止対策に関する総合的な労働安全衛生研究」 

分担研究報告書（事案解析） 

 

過労死等の事案における労働時間の認定に関する事例研究 
 

研究分担者 髙見具広 独立行政法人労働政策研究・研修機構 

経済社会と労働部門 副主任研究員 

 

＜研究要旨＞ 

【目的】平成 24～30 年度における労災認定事案を対象に、労働時間の認定例を検討し、事業

場における労働時間の把握・管理のあり方について考察する。 

【方法】本年度の検討では精神障害事案を対象とし、「調査復命書」における「労働時間を認定

した根拠」欄、及び、事案の内容に応じて「業務による心理的負荷の有無及びその内容」欄を

検討する。 

【結果】残業時間の過少申告、タイムカード打刻のない残業・休日出勤、持ち帰り残業など、事

業場の把握していた労働時間と請求人の主張する労働時間との間に乖離が見られる場合があ

り、事業場において実労働時間が正確に把握されていたかが論点となる。また、管理監督者扱

いの者や専門的業務の従事者等について労働時間管理を行っていなかった例や、出勤簿へ

の押印によって出勤有無の確認のみが行われていた例も見られる。さらには、タイムカード等を

もとに労働時間が記録されていても、その時間の業務性や労働密度に対して事業場が疑義を

呈する例もある。上記のケースでは、労災認定過程において、関係者聴取や客観的資料に基

づいて労働時間の認定が行われている。 

【考察】労災認定事案は、事業場における労働時間の把握・管理に係る論点を指し示す。労働

時間管理が行われていなかった事案のほか、形式的には始業・終業時刻や時間外労働の管

理が行われている場合でも、適正な業務量・スケジュールでなければ、実際は、業務の必要性

から労働者の自己判断等による時間外労働が発生し、長時間労働となって労働者の健康が損

なわれることがある。 

【この研究から分かったこと】過労死等を防止するための企業の労務管理として、労働時間の形

式的な把握・管理だけでは不十分である。客観的な記録を基礎とした労働時間の適正な把握

が求められるのはもちろんであるが、それだけでなく、長時間労働防止、労働者の健康確保の

ためには、適正な業務量、業務スケジュールであるかどうかなど、業務負荷の適切な配分や、

労働者が過重な負荷を抱えないための進捗管理が求められる。 

【キーワード】長時間労働、労働時間の認定、労働時間の把握・管理 

 

研究分担者: 

池添弘邦（労働政策研究・研修機構・副統

括研究員） 

藤本隆史（同機構・リサーチアソシエイト） 

石井華絵（同機構・アシスタントフェロー） 

 

Ａ．目的 

本研究は、過労死等の労災認定事案にお

ける労働時間の認定例について検討し、事業

場における労働時間の把握・管理のあり方に

ついて考察するものである。 

厚生労働省『過労死等の労災補償状況』に

よると、過労死等の労災認定件数は、近年も

多くを数えている。脳・心臓疾患に係る労災請

求件数は、過去 10 年余りの間、700 件台後半

から 900 件台前半の間で推移している。認定

件数も、平成 14（2002）年度に 300 件を超えて

以降、200 件台前半から 300 件台後半で推移

してきた。令和 2（2020）年度は 194 件となって

いる。精神障害の労災に関しても、平成 22
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（2010）年度に認定件数が 300 件を超え、平成

24（2012）年度以降は 400 件台前半から 500

件台前半で推移してきたが、令和 2（2020）年

度は 608 件となっている。精神障害に係る労

災請求件数は増加を続けており、平成 21

（2009）年度には 1,000 件を超え、令和 2（2020）

年度には 2,051 件となっている。 

過労死等の労災は、業種・職種等による件

数の差も大きく、仕事・職場環境をはじめとし

た背景要因の解明と防止策が喫緊の課題とな

っている。脳・心臓疾患の労災の場合、業種で

言えば運輸業、その中でもトラック運転手が請

求・認定件数の多い代表例である。精神障害

では、運輸業、医療福祉、小売業、情報サー

ビス業などで件数が多いが、就業人口比で見

ると、情報通信業、運輸業、専門・技術サービ

ス業などで発生率が高い（Takahashi 2019）。こ

うした業種・職種による差の背景には、長時間

労働等の労働負荷の違いが関わると考えられ

る。脳・心臓疾患労災の発生において長時間

労働が大きく関わることは、労災認定基準から

明白であるが、精神障害の労災においても労

働時間は主要な負荷要素である。高見（2020b）

は、精神障害の労災認定事案において、認定

された業務上の出来事に基づくと、約 45％が

長時間労働関連事案であると示す。労災に関

わる過重な業務負荷として、長時間労働は認

定に関わる重要な要素である。 

労災認定における労働時間は、労働基準

法第 32 条で定める労働時間と同義である。労

働基準法上の労働時間は、労働者が使用者

の指揮命令下に置かれている時間をいい、労

働時間に該当するか否かは、「労働者の行為

が使用者の指揮命令下に置かれたものと評価

することができるか否かにより客観的に定まる

ものであって、労働契約、就業規則、労働協

約等の定めのいかんにより決定されるべきもの

ではない」とされる（三菱重工長崎造船所事件

最高裁平成 12 年 3 月 9 日第一小法廷判決）。 

なお、使用者の指揮命令下にあるか否かは、

実態から判断されるものであり、使用者による

明示的な指示があるか否かと同じではない。

米津（2022）は、現在の「指揮命令下説」は、現

実に労務を提供していなくても、使用者から労

務提供（業務、およびそれに関連する行為）を

義務づけられ（あるいは余儀なくされ）ていれ

ば（特段の事情がない限り）指揮命令下にある

と「評価」できるとして、業務性の要素を取り込

むことで有力説を実質的に摂取しつつ労働時

間性を判断していると論じる。 

また、具体的な場面における労働時間該当

性が問題となる事案として、長谷川（2017）によ

ると、(1)本務外活動の時間、(2)不活動時間、

(3)使用者の関与なく行われた労働の時間の 3

タイプがある。このうち、特に、長時間労働にと

もなう健康状態悪化及び事業場における労災

発生の予見可能性の観点からは、(3)の論点を

無視できない。長谷川（2017）では、(3)につい

ては、残業禁止命令違反の残業、自発的な残

業や持ち帰り残業がこれに当たるとされ、労働

時間概念をどう考えるかが、労働時間該当性

を判断する際に重要であることが議論されてい

る。 

ここで、日々の仕事の進め方に関して一定

の裁量が付与されているホワイトカラー労働な

どにおいて、残業等に関わる労働者の自発性

をどう考えるかは難しい論点である。使用者に

よる明示的な指示がなくても、業務上の必要

性が高いと判断される場合、労働者の自己判

断で残業等が行われることが少なくないと考え

られるからである。そうした作業を、労働者の全

くの自発性や自己決定に基づくものとして整

理するのでは不十分な面があろう。労働者の

健康確保の観点からは、こうしたケースを含め、

過労死等に関わる業務負荷について検討し、

事業場における労働時間管理、業務管理のあ

り方を問うことが必要と考えられる。 

事業場における労働時間の把握・管理につ

いては、厚生労働省より、「労働時間の適正な

把握のために使用者が講ずべき措置に関す

るガイドライン」（平成 29 年 1 月 20 日付け基発

0120 第 3 号）が定められている。同ガイドライ

ンでは、始業・終業時刻の確認及び記録が使

用者の講ずべき措置とされ、確認・記録の方

法として、「ア 使用者が、自ら現認することに

より確認し、適正に記録すること」、「イ タイム

カード、IC カード、パソコンの使用時間の記録

等の客観的な記録を基礎として確認し、適正

に記録すること」とされている。また、「自己申

告制により始業・終業時刻の確認及び記録を

行う場合の措置」として、自己申告制が適正に

運用されるよう、労働者による労働時間の適正

な申告を阻害する措置を講じてはならない等

が記載される。 

加えて、働き方改革に関連して、労働安全

衛生法が改正され、労働者の健康確保の観

188



 

189 

 

点から、2019 年 4 月より、タイムカードの記録、

パソコンのログイン・ログアウトの時間の記録等

の客観的な方法により、企業は労働時間の状

況について把握することが義務化された。労

働時間の状況を把握すべき対象には、労働基

準法上の管理監督者や、みなし労働時間制

の適用労働者も含まれる。 

先に述べたように、労災認定事案において

は、長時間労働が関わる事案が少なからず存

在するが、そうした事案において、労働時間の

把握・管理にどのような問題があるのだろうか。 

事案によっては、事業場において労働時間

管理が行われていなかったと言える場合があ

るだろう。管理的な地位にある者や、顧客先等

の事業場外で従事する業務、専門性の高い

業務の場合などが想定される。これに加え、形

式的には労働時間の把握（管理）が行われて

いたものの、事業場における把握と実際の労

働時間とが乖離してしまっていた場合も考えら

れる。これは、先のガイドラインで示す「自己申

告制」にともなうケースがまず推測されるが、タ

イムカード打刻後に残業する慣行がある場合

など、自己申告制に限った問題とは言えない。

そうした例では、事業場が把握する以外の残

業や休日出勤、持ち帰り残業などに関して、

労災請求に際し、請求人（被災労働者）と事業

主との間で認識の相違が生じ得る。その他、

被災労働者における長時間労働の状況につ

いて事業場が把握していながら、その業務負

荷の重さについて認識を異にしていた場合も

考えられる。例えば、労働者の仕事の仕方が

非効率的である、労働者の時間意識が欠如し

ているなど、労働密度の薄さに関して疑念を

持っていた場合が考えられる。こうした例も、過

労死等を防止するための労働時間管理の問

題が存在することから、検討に含めたい。 

労災認定の過程では、労働時間の認定の

ために、関係者聴取や客観的記録の精査が

行われる。令和 3 年 3 月 30 日、厚生労働省

労働基準局補償課長から都道府県労働局労

働基準部労災補償課長宛に『労働時間の認

定に係る質疑応答・参考事例集の活用につい

て』（基補発 0330 第 1 号）が発出されている。

そこでは、「労働時間の認定に係る質疑応答」

として、労働時間認定に関わる 14 のポイントに

ついて、労災補償業務における基本的な考え

方や調査の留意点が解説されるとともに、「参

考事例集」として、7 つの架空認定例をもとに

労働時間の認定方法が説明される。 

同通知は、事業場における労働時間の把

握・管理に対しても重要な論点を指し示そう。

例えば、労働時間に係る質疑応答には、「所

定始業時刻より前の時刻にタイムカードが打

刻されている場合」（問2）、「自己申告をした終

業時刻からかい離した時刻に事業場を退出し

た記録がある場合」（問 3）、「持ち帰り残業」

（問 11）、「自宅で行うテレワーク」（問 12）に関

する労働時間認定の考え方が示される。過労

死等を防止するために、こうした点について、

事業場において労働時間管理に留意すること

が求められる。 

本研究は、上記の問題意識をもとに、労災

認定事案を検討し、事業場による労働時間の

把握・管理のあり方について考察するものであ

る。 

 

Ｂ．方法 

研究方法は、労災認定判断のために労働

基準監督署が作成する「調査復命書」の記述

内容の解析を行う事例研究である。労災事案

における労働時間認定に関しては、特に、「労

働時間を認定した根拠」欄の検討が主要なポ

イントになる。 

本研究では、精神障害事案を対象にし、そ

のうち、高見（2020b）で定義した長時間労働

関連事案に該当する事案を検討している。労

働時間の認定は、精神障害に限らず、脳・心

臓疾患の労災でも同様であり、本研究は、必

ずしも精神障害事案に特徴的な点を検討する

趣旨ではない。ただ、脳・心臓疾患と精神障害

では調査復命書の様式が異なり、精神障害事

案の調査復命書には、記載事項として、「業務

による心理的負荷の有無及びその内容」欄が

あるという特徴がある。「業務による心理的負

荷の有無及びその内容」欄には、「請求人の

申述」及び、同種労働者調査等に基づく「調

査結果」が、比較対照して書かれており、請求

人の申述と事業場の認識の相違を確かめるこ

とが可能である。生存事案（自殺以外の事案）

を扱う場合、請求人の申述は、多くの場合、被

災労働者本人における事実認識、負荷認識を

示していよう。そのため、本研究は、精神障害

の生存事案をもとに、請求人（被災労働者本

人）における労働時間の認識と事業場関係者

の認識を比較対照し、認識の乖離の所在や、

長時間労働の発生に関わる労働時間管理の
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問題を検討した。 

分析のポイントのひとつは、事業場が労働

時間を正確に把握できていたかにある。労働

時間の把握方法は、タイムカード、自己申告、

管理者による現認などに基づく。労働時間の

把握方法によって、把握の正確性は当然異な

ってくると推測されるが、把握方法に限った問

題ではない。また、事業場が把握していた労

働時間が実態と異なる場合に、把握できてい

なかった（時間外）労働がどのような形で発生

していたのかも検討課題である。この点、申告

のない残業や休日出勤、持ち帰り残業などに

ついて事案を検討する。 

なお、本研究では、そうした論点について労

働時間がどのように認定されているかも、資料

をもとに示す。労災認定基準では、労災認定

における業務負荷は、請求人の主張に基づく

のではなく、客観的に判断されるものである。

この点、業務上外判断の際に、客観的な資料

や、同種労働者（職場の同僚等）の聴取をもと

に、業務負荷の強度が認定されている。 

本研究は、質的な事例研究の方法を用いる

ため、定量的な把握を目的としていないが、検

討される事案は、いずれも平成 24～30 年度に

おける精神障害の労災認定事案である。当該

年度における労災認定事案の基礎集計（被災

労働者の属性、決定時疾患名、認定された業

務上の出来事等）及び経年変化に係る分析は、

労働安全衛生総合研究所のデータベースをも

とにした佐々木（2021）で示されている。なお、

本研究で取り上げる事案は、該当ケースが多

い典型例を示すものでもなく、また、網羅的な

類型を示すものでもない。 

 

Ｃ．結果 

1.事業場の労働時間管理に関わる問題 

過労死等の事案においては、長時間労働

に関連した事案が少なからず存在する。そうし

た事案において、事業場による労働時間の把

握・管理にはどのような問題があったのか。ひ

とつの論点は、事業場が被災労働者の労働時

間を正確に把握できていたのかにある。この点、

労災認定事案における「労働時間を認定した

根拠」欄をもとにすると、タイムカードの打刻等

によって事業場が労働時間を正確に把握して

いたと認められる例も少なくない（高見 2021 に

示した事例を参照）。そうしたケースでは、実際

の労働時間に関して事業主と被災労働者の認

識に相違は見られない。ただ、注意すべきは、

労災認定基準に該当する長時間労働が生じ

ていることに変わりはないことであり、労働者の

健康維持の観点から労働時間管理の問題が

あることには疑いの余地がない。 

その上で、以下で主に検討するのは、労災

請求人（本研究で扱う事案においては被災労

働者と異ならない。以下、「本人」と記す）と事

業主との間で労働時間に関する認識の相違

が見られるケースである。その中には、事業場

が実際の労働時間を正確に把握していないと

見られる例が多い。本研究で検討する事案の

基本情報（被災労働者の発病時年齢、性別、

業種、職種、勤続年数、転職経験、決定時疾

患名、認定された業務上の出来事、発病前 6

か月間の時間外労働時間数）については、表

1 に整理した。 

下記では、いくつかの論点について、事案

を検討する。なお、本研究では、労働時間の

把握・管理のあり方に議論の中心を置くため、

体調悪化に関わる事案経過や本人の負荷認

識などに関する記述は簡略化している。その

観点からの精神障害事案の考察は、高見

（2020a,b,2021）で行った。本研究で扱う事案

も、上記論考と一部重なるものがあるが、記述

の重心が変更されている。 

事業場が把握する労働時間と実際の労働

時間との乖離が疑われる事案が、本研究の主

要な対象となる。こうしたケースの大半では、

実労働時間に関し、本人と事業場関係者とで

認識が一致していない。事業場による把握が

実態と乖離する背景には、例えば、労働者の

自己申告に基づく労働時間が正確性を欠く場

合や、申告のない残業・休日出勤、持ち帰り残

業が発生している場合などがある。そうした事

案における業務負荷や労働時間について、事

例を検討する。 

あわせて、事業場が特段の労働時間管理を

行っていない事案も、事業場が実際の労働時

間を掴めていないものであり、検討対象として

いる。それは、管理的な地位にある者や、顧客

先等の事業場外で従事する業務、専門性の

高い業務の場合などを中心に見られる。事業

場が労働時間管理を行っていない場合、労災

認定判断における労働時間の認定において、

客観的な根拠資料が収集されている。 

さらには、タイムカード記録などをもとに記録

されている労働時間について、聴取の際に、
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事業場関係者が、その時間の業務性や労働

密度等に対して疑義を呈する場合がある。そう

した例も、長時間労働の発生に関わる労働時

間管理の問題が見受けられるため、事案を検

討する。 

 

2 労働時間の把握と実態との乖離 

1) 自己申告制による時間管理の問題 

まず、事業場における出退勤管理の方法が

自己申告制であることが、時間外労働の過少

な申告と関係していた例である。以下で検討

する事案では、申告された労働時間と実際の

労働時間が乖離しており、労災認定判断の際

に事業場関係者の聴取や客観的記録の精査

が行われている。  

大学の事務職員の事案1では、職場の同僚

も、本人が膨大な業務量を抱え、毎日夜遅くま

で仕事をしていたことを認めるものの、始業・終

業時刻に関して自己申告制であったことで、

残業時間が過少に申告され、事業場の記録が

実際の労働時間と乖離していた例である。 
自己申告制の場合に実労働時間が正確に

把握されない背景について、生産管理担当の

係長の事案 2 のように、始業・終業時刻の自己

申告が、形式的なものに過ぎなかった場合が

ある。また、営業、設計図面の作成等業務であ

る事案 3 では、労働時間管理は月１回分まと

めて管理票に始業・終業時刻を記入して提出

する自己申告制であったが、職場の同僚の申

述によると、その記入は各労働者が記憶でまと

めて書いているだけであったという。これも、自

己申告制による労働時間管理が、実質を伴っ

ていなかった例であろう。 
企業研修サービスの営業業務を行っていた

事案 4 は、初期キャリアの事案であるが、恒常

的な残業がある中、労働時間の自己申告制に

おいて、毎日 8 時間勤務として申告されていた。

本事案では、労働時間を適正に申告すること

について、労働者に十分な説明がなかったも

のとも推測される。 
 
【【事事案案 11】】（（3300 代代・・男男性性））  
大学の事務職員。物品の発注手続き、予算

管理、施設管理等。繁忙期に加え、上司が

不在となり、業務分担が増加。同僚も、本人

が膨大な業務量を抱え、毎日夜遅くまで、

場合によっては朝方まで仕事をしていたこ

と、休日出勤していたことを認める。出勤簿

上の始業・終業時刻は、自己申告に委ねら

れていた。本人、同僚等の申述から、残業

時間は実際よりも少なく記録されていたこと

が確認された。同僚聴取及び PC のログイ

ン・ログアウト時間をもとに労働時間が認定

されている。 

 
【【事事案案 22】】（（3300 代代・・男男性性）） 
生産管理担当の係長。クレーム対応業務が

加わり、電話が頻繁に掛かってくるなど、周

囲から見てもかなりの仕事量を抱え、朝早く

から夜遅くまで仕事をしていた。労働時間管

理は自己申告制であったが、始業・終業時

刻の記録は形式的なものに過ぎず、実態と

比べて過少に申告されていた。PC のログイ

ン・ログアウト時間が、メール送信履歴とも一

致することから、その時間をもとに労働時間

が認定されている。 

  
【【事事案案 33】】（（2200 代代・・男男性性））  
営業、設計図面の作成等。本人が設計した

物品に対して顧客からクレームがあり、再制

作などの対応から、長時間労働となった。労

働時間管理は、月１回分まとめて管理票に

始業・終業時刻を記入して提出する自己申

告制。本人は、実際の労働時間は管理票の

記録より多いと述べ、同僚も、申告は各労働

者が記憶でまとめて書いているだけと申述

するなど、事業場における把握は実態と乖

離していた。本人からは、PC のメール送信

記録、ファイル更新記録が提出され、同僚

聴取から、同記録に信ぴょう性が認められる

ため、メール送信最終時刻とファイル更新

最終時刻から終業時刻が認定されている。 

 
【【事事案案 44】】（（2200 代代・・男男性性））  
企業研修サービスの営業業務。長時間労

働による発病と申述。事業場における労働

時間管理は自己申告制。毎日 8 時間勤務と

して本人から申告されていたが、実態は所

定終業時刻以降に恒常的に残業を行って

いた。上司は、本人が新入社員のため、残

業するほど重い業務量、負荷を課していな

かったと申述。仕事をひとつひとつ確認し、

覚えるため残業していたのではないかと述

べる。事業場の勤怠記録は実態と乖離する

と認められ、従業員がオフィス入退室の際
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に IC カードをかざすことから、その入退室

時刻の記録をもとに労働時間が認定されて

いる。 

 
2) 自律的な業務遂行と長時間労働の黙認 

管理職や、事業場の外で専門業務を行う労

働者等、仕事の進め方に一定の自律性がある

者において、自己申告制の出退勤管理が合

わさって長時間労働となっていたと推察される

事案がある。生産営業部課長の事案 5 では、

出退勤について本人の自主性にまかされてい

た中、出退勤した時間を申告する規定になっ

ていたが、本人は申告しておらず、事業場も強

く提出を促していなかったものである。テレビ

番組ディレクターの事案 6 は、事業場外で行う

専門的業務が多い例であるが、労働時間管理

は、月初めに前月の始業・終業時刻等の勤務

実績を管理者に報告する自己申告制であり、

事業場において日々の拘束時間等が正確に

把握されていなかった。 
上記の例では、事業場において労働時間

管理が実質的に行われておらず、本人の長時

間労働を黙認した状態であった。 
 
【【事事案案 55】】（（3300 代代・・男男性性））  

生産営業部課長。業務増で、休みがなくな

り、ほとんど家に帰らず、車で寝泊まりなどし

た。事業場では出退勤した時間を申告する

規定になっていたが、本人は提出しておら

ず、管理職として時間外手当の対象外であ

るため、事業場も強く提出を促していなかっ

た。事業場は、出退勤について本人の自主

性にまかせていたことと、深夜業務が多くな

っていたことを認めており、事実上、本人の

長時間労働を黙認した状態にあった。出退

勤データが不明な日は、期間中の出退勤

時間が判明している日のデータから推計し

た時間が労働時間として認定されている。 

 
【【事事案案 66】】（（3300 代代・・男男性性）） 
テレビ番組のディレクター。番組取材、短納

期での VTR 編集作業、泊まり込みでの長

時間労働などで発病したとされる。本人が

事業場外で業務を行うことが多かったことも

あり、会社は本人の体調変化を認識してい

ない。月初めに前月の始業・終業時刻等の

勤務実績を管理者に報告する自己申告

制。連続勤務となる中、事業場は、日々の

休憩時間や拘束時間について詳細を把握

していなかった。 
 
3) 「調整」による過少な申告 

タイムカード等の客観的な形で始業・終業

時刻の記録が行われていない場合、時間外労

働が多くなると、それが数値上で調整される場

合もある。製造業技術部門の管理職である事

案 7 では、本人が、時間外労働が多くならない

よう調整して少なく申告していたと述べる。また、

営業課長の事案 8 では、会社が深夜残業や

休日出勤を禁止していながら、それをせざるを

得ないような業務量が本人に課せられており、

残業や休日出勤を行いながら、労働時間を過

少に申告していたものである。研究開発にお

けるチームリーダーの事案 9 では、技術者に

は時間に見合った成果が得られたかに対する

拘りがあり、残業時間を過少に申告する傾向

があったとされる。 
教育訓練機関の支店長である事案 10 も、1

か月分まとめて時間外労働実績を申告してい

た中、上司に叱責されないよう、時間外労働を

過少に申告していた。ソフトウェア開発の事案

11 では、管理監督者扱いとされており、部下

に残業させられない分を自らが行うことで業務

量と時間外労働時間数との調整を図っており、

自身の労働時間を過少に申告していた。 
このように、実際は長時間労働でありながら

も、労働者の自己申告等において時間数が

「調整」され、事業場の記録簿上では労働時

間が過少に記録されてしまうところに、自己申

告制で把握される労働時間が実際の労働時

間と乖離する背景があると考えられる。 
 

【【事事案案 77】】（（4400 代代・・男男性性））  
製造業技術部門の管理職。部下が増えたこ

とによる育成業務や、新製品の立ち上げ、

顧客からのクレームがあり、長時間労働にな

った。事業場の労働時間管理は、勤務表に

各労働者が始業・終業時刻を記入する自己

申告制。本人は、時間外労働が多くならな

いよう調整して少なく申告していたという。結

果、勤務表に記載の始業・終業時刻は、PC
のログイン・ログアウト時刻と乖離していた。

本人は出勤してすぐに PC を立ち上げること

が、同僚への聴取で確認されたことから、

PC のログイン・ログアウト時刻をもとに労働

時間が認定されている。 
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【【事事案案 88】】（（4400 代代・・男男性性））  
営業課長。営業及び部下の営業への同

行、報告書作成等の業務が負荷になったと

認められる。休みなく長時間働いたことや、

上司からパワーハラスメントを受けたことが

発病要因と申述する。労働時間管理は、本

人によるシステムへの入力（自己申告制）に

基づく記録簿で把握されていたが、管理監

督者扱いとされていた。会社は、平日 22 時

以降の勤務は厳禁と指導していたが、当人

が残って仕事をしており、また、週 1 日以上

の休日を取得するよう指導していたが、出勤

として申告していた日以外にも、休日出勤

（出社や顧客先への営業等）をしていた。

PC のログイン・ログアウトの記録などの客観

的資料をもとに、残業や休日出勤にかかわ

る労働時間が認定されている。 

 
【【事事案案 99】】（（3300 代代・・男男性性）） 
研究開発におけるチームリーダー。労働時

間管理は自己申告制であり、出社・退社時

刻、勤務開始・終了時刻、残業時間数など

の自己申告が出勤表に記録される。本人及

び職場関係者の話から、研究開発業務に

従事する技術者には、時間に見合った成果

が得られたかに対する拘りがあり、残業時間

を過少に申告する傾向があった。本人の場

合には、勤務開始時刻前に出社して仕事を

始めていたことと、勤務終了時刻後も仕事を

していたことが把握できたので、出社時刻か

ら勤務開始時刻までの時間、勤務終了時刻

から退社時刻までの時間も労働時間と認定

されている。 

  
【【事事案案 1100】】（（4400 代代・・女女性性））  

教育訓練機関の支店長。慢性的な人員不

足から様々な業務を担うこととなり、長時間

労働になった。本人は管理職扱いであった

ため、労働時間管理をされない立場であっ

た。本人は、上司からの指示で、1 か月間の

出退勤時間に関する記録を、月 1 度の会議

の際に提出していたが、会議前にまとめて

記入しており、また、上司から叱責されない

よう実際よりも早い退勤時間を記載していた

ことから、正確な記録ではない。このことか

ら、警備記録を参照し、始業時刻について

は解錠時刻、終業時刻は施錠記録をもと

に、労働時間が認定されている。 

 
【【事事案案 1111】】（（5500 代代・・男男性性））  

ソフトウェア開発。開発した製品の不都合の

対応が増大し、クレーム対応、新製品開発

などで業務量が増大し、長時間労働になっ

たものと認められる。課長職で管理監督者

扱い。部下に残業させないよう上司から指

示があり、その分を自分が負担するようにな

ったと申述。部下への聴取からも、一般社

員は残業ができないので、時間内に終わら

ない業務は本人が 1 人で残って片づけてい

たことが示される。事業場の労働時間管理

は自己申告制で、記録は実際の労働時間

を反映しておらず、実労働時間を把握でき

るのは、本人記載の業務日報のみ。深夜時

間帯の労働時間数は、同じ時間帯で労働し

ていた同僚がいないため本人申述以外の

根拠が乏しいが、当時間帯に PC の起動が

記録されていたことや、また、同僚の証言か

ら、朝早く出勤し、夜も一番遅くまでおり、休

日出勤もしていたことが確かめられたことか

ら、本人の申述に即して労働時間が認定さ

れている。 

 
4) 残業の申告制と管理 

事業場において始業・終業時刻は正確に記

録されていながらも、残業時間が別途自己申

告制であることによって、過少な申告となり、実

際の労働時間と乖離した例がある。病院の医

療事務の事案 12 では、事業場はタイムカード

で始業・終業時刻を把握していたが、別途自

己申告制であった残業について、本人が過少

に申告し、管理者もその事実を黙認していた。

事務職の事案 13 も、残業や休日出勤は、打

刻とは別に、口頭かシステムで事前申請が必

要であったところ、実際は事前申請なしに時間

外労働が行われていたという。こうした例では、

打刻の記録をもとにすれば、事業場は本人の

労働時間を把握できていたとも受け取れるが、

残業管理が実態と乖離してしまうと、残業を抑

制する歯止めが効きにくい面もある。 
 
【【事事案案 1122】】（（2200 代代・・男男性性）） 
病院の医療事務。通常業務に加え、電子カ

ルテ導入に向けての担当業務が増え、長時

間労働になった。事業場はタイムカードで

193



 

194 

 

始業・終業時刻を把握していたが、残業は

別途自己申告制であり、本人は過少に申告

し、管理者もその事実を黙認していたことが

認められる。時間外労働が正しく申告されて

いないことを認識していたが、改善できてい

なかったと言う。タイムカードや会議議事録

に基づき労働時間が認定されている。 

  
【【事事案案 1133】】（（3300 代代・・女女性性）） 
事務職。2 人体制で行っていた業務を 1 人

で担当することとなった等で業務量が増加

したと認められる。労働時間管理は、各労働

者が PC の勤怠システムから出退勤時に打

刻するもの。残業や休日出勤は、打刻とは

別に、口頭かシステムで事前申請が必要

で、上司が承認していた。事業場は、残業

及び休日出勤については事前申請を要す

るとしていたにもかかわらず、事前申請され

たことはほとんどなく事後申請であったこと、

残業削減のための方策を申し出ても本人が

活用せず改善されなかったと申述する。た

だ、事業場は打刻記録に基づいて時間外

手当を支給しており、本人の時間外労働の

実態を否定する申述は得られないことから、

打刻記録をもとに労働時間が認定されてい

る。 

  
5) 残業の過少申告に関わる慣行・指示 

事業場において残業時間を少なく申告する

慣行があることや、上司から残業を付けないよ

うに指示があることによって、事業場が把握す

る労働時間と実際の労働時間とが乖離する例

が見られた。 

資材調達業務の課長の事案 14 は、事業場

において、残業の申告時間数を、業務内容や

繁閑に応じて実際の時間外労働の時間より少

なく申告する慣行があったとする。飲食店調理

の事案 15 では、会社から、所定労働時間での

始業・終業時刻の記載を指示されていたという。

情報サービス業における部門の責任者である

事案 16 では、事業主の指示で、22 時以降に

仕事をしても 22 時で報告をするよう言われて

いたため、終業時刻を 22 時と申告していたと

いう。 

 

【【事事案案 1144】】（（4400 代代・・男男性性））  

資材調達業務の課長。東日本大震災後の

資材調達の困難、会社の支援体制の不足

もあり長時間労働になったという。事業場の

労働時間管理は、始業・終業時刻・時間外

労働を PC の出退勤管理システムに自分で

入力・申告する方式。申告時間数は、業務

内容や繁閑に応じて、実際の時間外勤務

の時間より少なく申告する慣行があった。事

業場が把握する労働時間は実際の労働時

間と乖離。本人がほぼ毎日解錠・施錠を行

っていたことを会社関係者は認識しており、

PC ログイン・ログアウトと解錠・施錠時刻に

大きな乖離がないことから、PC ログイン・ロ

グアウト時刻をもとに労働時間が認定されて

いる。 

 

【【事事案案 1155】】（（3300 代代・・男男性性）） 

飲食店の調理。休憩をほとんど取得できな

い長時間労働による発病と認められる。労

働時間管理は、手書きの出勤簿に労働者

が始業・終業時刻を記載する方式である

が、会社から、所定労働時間での記載を指

示され、勤務実態とは乖離する時刻が記載

されていた。店舗の機械警備記録が残って

おり、事業場関係者の聴取から、本人は店

舗の解錠・施錠をほぼ毎日行っていたと認

められることから、機械警備記録をもとに始

業・終業時刻が認定されている。 

 

【【事事案案 1166】】（（4400 代代・・男男性性）） 

情報サービス業における部門の責任者。各

企業との打ち合わせ及びシステムの準備等

で長時間労働になったものと認められる。労

働時間管理は自己申告制。概ね始業時刻

を 9 時、終業時刻を 22 時で入力していた。

本人は、22 時以降に仕事をしても 22 時で

申告するよう事業主から指示されていたの

で 22 時と入力していたと申述。事業場関係

者は、本人の労働密度に疑念を示すもの

の、PC のログイン・ログアウト時刻の記録は

在社時間に等しく、繁忙期は 22 時を過ぎる

こともあったと述べることから、ログイン・ログ

アウトの時刻をもとに労働時間が認定されて

いる。 

  

6) タイムカード打刻後の残業 

労働時間の把握に関して問題があるのは自

己申告制の場合だけではない。ホテルのフロ

ント会計の事案 17 では、タイムカードによって
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始業・終業時刻が把握されていたが、タイムカ

ード打刻後に残業を行う慣行があったとされ、

事業場の把握する労働時間は実際の労働時

間と乖離していた。ホテルの経理担当の事案

18 も、同様に、タイムカード打刻後の残業があ

った例である。こうした事案等、労災認定判断

の過程で事業場における記録に疑義が持た

れる場合は、労働者本人の記録、メール送信

記録、PC 起動時間、警備記録その他の客観

的な記録、家族・同僚の証言等をもとに労働

時間が認定されている。 

  

【【事事案案 1177】】（（2200 代代・・男男性性））  

ホテルのフロント会計。長時間労働のほか、

上司や先輩からの日常的な暴言やいじめ

があったとされる。事業場はタイムカードで

労働時間管理をしていたが、本人はタイム

カード打刻後も会計業務を行っており、自ら

のノートに実際の業務終了時刻を記載して

いた。同僚の聴取から、本人以外も含め、タ

イムカードの打刻をした後に業務を継続し

ていた様子が認められる。また、残業の際に

は紙で申請する手続きが必要であったが、

申請が面倒であることや、申請すると結構な

時間数になるため、残業申請を行わずに残

業を行う風潮があったと事業場関係者は申

述する。このことから、事業場提出のタイム

カード記録は、実際の労働時間とは乖離し

ており、本人がノートに記録していた業務終

了時刻が事業場関係者の申述と一致するこ

とから、本人の記録をもとに労働時間が認

定されている。 

 

【【事事案案 1188】】（（3300 代代・・男男性性））  

ホテルの経理担当。上司の異動によって業

務量が増加したことが認められる。決算のや

り直しを指示されたことをきっかけに業務の

進捗が大幅に滞ったという。会社によると、

本人は深夜まで仕事をしていたので、始業

時刻は本人の都合に任せていたという。労

働時間管理はタイムカードによるが、タイム

カードを打刻した後も仕事をしていたことが

認められる。そのため、PC のログに基づき

退勤時刻を推定し、ログアウトしていない日

は、経理システムのログ、妻との通話記録、

同僚申述に基づき、労働時間が認定されて

いる。 

 

7) 残業として申告しない場合 

時間外労働の過少申告に関わるひとつの

背景として、作業のミスや効率が悪いことによ

って発生する残業は申告しないよう、事業場に

おいて慣行や指示があった例が存在する。電

気工事業現場代理人の事案 19 では、本人の

仕事の効率や段取りが悪いことを上司から

度々叱責されており、その中で、タイムカード

打刻後に業務日報を記載するよう上司から指

示を受けていたことが確認される。作業ミスな

どがあった場合に打刻なしの残業や休日出勤

を行っていた例は、後に検討する事案 21 も同

様である。 

 

【【事事案案 1199】】（（3300 代代・・男男性性））  

電気工事業現場代理人。事業場ではタイム

カードで労働時間管理が行われていたが、

タイムカード打刻後に業務日報を記載する

よう上司が指示を出していたことが業務日報

の記述から確認された。そのため、業務日

報に記載されている労働時間が実態と見做

し、労働時間が認定されている。業務に長

時間かかることについて、上司は、段取りや

作業効率が悪いことを、たびたび叱責して

いた。 

 

8) 労働時間として認定されていない例 

本人の主張する残業が労働時間として認め

られていない例もある。飲食店店員の事案 20
では、タイムカード打刻後の時間に発注業務

や新商品企画などの業務を行っていたと本人

から主張されるものの、事業場関係者によると、

そのような業務は所定時間内に行うべきもので

あり、本人が指示に従わなかったものと認めら

れた。また、その時間に業務を行ったことの客

観的な記録もなかったことから、本事案では、

労働時間として認定されていない。 

 

【【事事案案 2200】】（（3300 代代・・男男性性））  

飲食店店員。副店長の欠員や退職者発生

により業務量が増加。事業場の労働時間管

理はタイムカードによる。本人は、タイムカー

ド打刻後の時間に発注業務や新商品企画

などの業務を行っていたと主張する。ただ、

上司によると、そのような業務は勤務時間内

に行うよう指示していたにもかかわらず、本

人が指示に従わなかったものであり、勤務

時間外に行うことが必要な業務はなかったと
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いう。同僚も、勤務（タイムカード打刻）時間

外に業務を行うような人はいないという。そ

のため、当該時間については、会社の命令

に基づくものではなく、タイムカード以外に

労働時間を推計するための客観的な根拠も

ないことから、タイムカード打刻時刻をもとに

労働時間が認定されている。 

 

9) 打刻や申告のない休日出勤 

事業場が詳細な労働時間を把握できていな

かった休日出勤の例も複数見られる。金型製

造の事案 21 では、タイムカードで労働時間管

理が行われていたが、ミスをして修正作業を行

う場合など、退勤打刻後に会社に残って仕事

をしたり、休日に打刻なしで出勤したりしてい

たという。休日出勤については、タイムカードを

打刻して休日出勤した日が数日あったことから、

その記録をもとに 1 日当たりの労働時間が推

計され、打刻していない日についても同じ時間

数の労働時間があったものと認定されている。 

機械加工作業員の事案 22 では、休日出勤

届が出ていない休日にも工場の解錠・施錠記

録が認められ、上司や同僚は、本人が出勤し

ていた（であろう）事実を認める。当事例では、

関係者聴取及び工場の解錠・施錠記録をもと

に労働時間が認定されている。 

カタログやチラシ企画立案・編集業務の事

案 23 でも、同僚への聴取から、休日出勤を行

っていた実態が認められ、休日出勤の時間が

労働時間として認定されている。金融業務の

事案 24 では、タイムカード打刻後の残業や、

タイムカード打刻のない休日出勤が認められ

る。同僚の聴取から、本人の残業や休日出勤

が事実として認められることから、聴取に基づ

いて労働時間が認定されている。 

上記のどの事例でも、労働者がタイムカード

打刻や申告などを行わずに休日出勤をしてい

たことから、休日出勤に関わる労働時間を事

業場が正確に把握していたかは疑わしい。た

だ、同僚等の聴取から、休日出勤が必要とな

るような業務負荷があったことが認められ、休

日出勤が必要な状況であったものとうかがえた。

労災認定の過程においては、労働時間に係る

客観的記録として建物の施錠記録等が参照さ

れ、事業場関係者も本人が休日出勤していた

ことを事実と認めているなどの状況をふまえ、

労働時間として認定されている。 

 

【【事事案案 2211】】（（4400 代代・・男男性性））  

金型製造。徹夜作業や長時間労働が続く

中、頻繁にミスをするようになり、工場長から

の暴言や、係長から一般社員への降格等

があったと申述。事業場の労働時間管理は

タイムカードによる。ただ、本人によると、ミス

をして修正作業を行う場合など、退勤打刻

後に残って仕事をしたり、休日に打刻なしで

勤務したりしていたという。会社関係者の証

言からも、退勤打刻後の作業や、日曜日に

毎週出勤して業務を行っていたことが確認

された。休日出勤については、タイムカード

を打刻して休日出勤した日が数日あったこ

とから、その記録をもとに 1 日当たりの労働

時間が推計され、打刻していない日につい

ても同じ時間数の労働時間があったものと

推定されている。タイムカード打刻後の残業

については、労働時間に関する客観的根拠

を認めることができなかったため、労働時間

として認定されていない。 

 

【【事事案案 2222】】（（4400 代代・・男男性性））  

機械加工作業員。上司交替を機に出荷量

を増加させる方針となり、休日出勤を含む長

時間労働になったもの。事業場は、出勤簿

及び残業記録表や休日出勤届で時間管

理。本人の退勤時刻が日常的に最も遅かっ

たが、工場・事務所の施錠記録と事業場の

残業記録の時刻には乖離が見られる。ま

た、休日出勤届が出ていない休日にも、解

錠・施錠の記録が認められる。上司は、休

日出勤届が出ていない休日に工場の鍵が

開いていた場合、本人が出勤していた可能

性があることを認める。また、同僚は、本人

が残業や休日出勤をしていたことを認識し

ていた。残業や休日出勤は本人の自主的

なものであったと事業場は申述する。本人

や関係者の申述から、建物の解錠・施錠時

刻が本人の勤務実態を正確に表していると

判断されることから、それをもとに労働時間

が認定されている。 

 

【【事事案案 2233】】（（4400 代代・・男男性性））  

カタログ、チラシ企画立案・編集。顧客から

カタログの仕様等変更を求められて長時間

労働になったことや、社内でも人事面で低

い評価がされたことから、体調が悪化したこ

とがうかがえる。労働時間管理は、本人がＰ
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Ｃ上で始業・終業時刻を入力する方式。た

だ、本人は、事業場の把握する労働時間以

外に、月 2 回程度休日出勤し、前日の残務

などを行っていたことを申述する。複数の同

僚の申述から、本人が休日出勤していた事

実が認められるため、聴取に基づき休日出

勤の時間が推計され、労働時間が認定され

ている。 

 

【【事事案案 2244】】（（3300 代代・・女女性性）） 

金融業務。係長昇進にともないノルマ、責

任感が増大。残業は、上司の指示ではな

く、ノルマを達成できず会社に迷惑をかける

という思いから。事業場の労働時間管理は

タイムカードによるが、本人は、タイムカード

打刻後の残業や、タイムカードを打刻しない

で休日出勤をしていたと申述。上司は、本

人の残業や休日出勤の状況についてよくわ

からないと述べるが、同僚への聴取から、本

人の残業や休日出勤が実態として認められ

る。そのため、タイムカードの打刻時刻は実

労働時間と異なると推測されるため、本人や

同僚、家族、友人の聴取に基づき、平日の

タイムカード打刻後の残業、休日出勤につ

いて労働時間が認定されている。 

 

10) 持ち帰り残業と労働時間 

労働時間内で終わらない業務を自宅等で

行う「持ち帰り残業」についても論点となってい

る。実際、事案において、会社・上司による指

示によらない形で、自宅でも業務が行われて

いる場合が見受けられる。限られた資料や証

言の中では、各ケースで労働時間に該当する

かどうかの判別や、具体的な時間数の推定は

難しいが、この論点は、企業における労働時

間管理、業務管理、健康管理のあり方に問題

を提起していよう。 

システムエンジニアの事案 25 では、上司も、

本人が持ち帰り残業をしていた実態を認識し

ていた。そして、見積書における作業時間、作

業報告メールをもとに、労働時間が認定されて

いる。その際、各日の時間外労働時間数は、

明確な資料がないことから、定期的な進捗メー

ルをもとに按分して推計されている。 

IT コンサルタントの事案 26 では、常駐先で

の業務が終了してから自宅で作成した業務報

告書で上司等へ日々メールで送信していたが、

同僚の申述から、常駐先への PC の持ち込み

ができなかったため自宅に帰ってから業務報

告を作成していた実態が確認された。そのた

め、報告書作成時間を含めて労働時間が認

定されている。 

 

【【事事案案 2255】】（（4400 代代・・男男性性））  

システムエンジニア。長時間労働が原因とし

て労災請求。従来の顧客先業務の上、追加

で受託業務があり、そのための作業、及び

会社からのメールチェックや返信、部下への

メール送信などは自宅から行っていたと主

張。受託業務にかかる自宅作業時間につ

いて、進捗状況は定期的にメールで上司に

報告されており、見積もり通りの納期にも間

に合っていることから、見積書における作業

時間、作業報告メールをもとに、労働時間

が認定されている。各日の時間外労働時間

数は、明確な資料がないことから、定期的な

進捗メールをもとに按分して推計。上司も、

本人が自宅で作業を行っていた状況を推

測していたとしつつ、本人から申し出がなか

ったことで、業務量が増えたことへの具体的

対策が取られていなかった。 

 

【【事事案案 2266】】（（2200 代代・・女女性性））  

IT コンサルタント。新規プロジェクトに配属さ

れ、進行管理、予算管理、部門間調整など

によって業務量や時間外労働が増加したも

のと認められる。顧客先に常駐して業務を

行っていた。労働時間は勤務先 PC に入力

する自己申告制であるが、上司から時間外

労働の申告時間数を減らすように言われ、

実態とは違う労働時間を申告していたとい

う。また、日々の業務内容を報告書で上司

等へメールで送信していたが、それは常駐

先での業務が終了してから自宅で作成し、

送信していた。同僚の申述から、顧客先へ

の PC の持ち込みができなかったため自宅

に帰ってから業務報告を作成していた実態

が確認されたため、同僚聴取に基づく報告

書作成時間を含めて労働時間が認定され

ている。 

 

一方、持ち帰り残業が労働時間として認定

されていない例もある。調査会社の営業職で

ある事案 27 のように、本人の主張とは異なり、

上司や同僚からはそうした状況が確認されず、

業務成果も認められない場合がその例である。
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また、ソフトウェア開発の営業である事案 28 で

は、従業員に会社 PC が貸与され、自宅でも業

務ができる環境があったが、客観的に評価で

きる成果物が認められないことから、労働時間

として評価されていない。学習塾講師の事案

29 では、本人は、テスト採点業務を勤務時間

外や休日に行っていたと主張するが、上司は、

自宅で採点業務を行うことを求めていないと申

述し、同僚聴取からも、採点業務を自宅に持

ち帰る人もいたものの、通常、朝礼後等の空き

時間に行っていることが認められた。そのため、

労働時間として認定されていない。 

 

【【事事案案 2277】】（（2200 代代・・男男性性））  

調査会社の営業職。恒常的な長時間労働

があり、同僚の退職により業務量が増加した

こと、同僚から嫌がらせのメールが頻繁にあ

ったことを申述する。労働時間は勤務先 PC

に始業・終業時刻を記録する方式で管理さ

れていた。業務量が増えたため、自宅にも

持ち帰って業務を行っていたと申述する。

上司は、持ち帰り残業の実態を把握してい

ないとし、何をどのくらいやっていたか不明

と述べる。同僚も、本人から持ち帰り残業を

していたという話は聞いていなかった。その

ため、明確な業務命令に基づいて行われて

いたと認められないこと、客観的に評価しう

る成果物も認められないことから、労働時間

として認定されていない。 

 

【【事事案案 2288】】（（5500 代代・・女女性性））  

ソフトウェア開発の営業。配置転換、作業遅

延、業務量増加などから、労働時間が増

加。事業場はタイムカードで労働時間管

理。会社からノートＰＣが貸与され、いつでも

どこでも仕事ができる環境になっており、本

人によると、そうするように言われていたとい

う。深夜や早朝での対応を強いる業務依頼

があったこと、昼夜を問わず上司から作業

指示がくる環境で、常に短時間で返事をす

ることが求められ、深夜・早朝でもメールを

確認しないと不安な状態になったという。上

司は、深夜にメールを送ったこともあるが、

業務指示ではなく、単発のものであったと述

べる。また、自宅に持ち帰ってまで行わなけ

ればならない業務があったとは思えないとも

申述。会社 PC が貸与され、自宅でも作業

可能な環境とされていたものの、本人主張

を裏付ける具体的な成果物が確認できない

ことから、持ち帰り残業は労働時間として評

価されていない。 

 

【【事事案案 2299】】（（2200 代代・・男男性性））  

学習塾講師。労働時間管理は自己申告制

であるが、出勤ボタンを押すだけで、退勤時

刻は管理されていない。本人は、テスト採点

業務は勤務時間外や休日に行うことが前提

とされていたと述べ、持ち帰り残業があった

と申述する。この点、同僚への聴取による

と、採点業務を自宅に持ち帰る人もいたも

のの、通常は朝礼後等の空き時間に行って

いるとのことであった。上司によると、持ち帰

って採点することは禁じられていないが、求

められてもいないという。このことから、採点

業務の持ち帰りは明確な業務命令に基づ

いて行われたものとは認めがたいため、労

働時間の認定には考慮されていない。 

 

月刊誌の編集担当の事案 30 においては、

本人がゲラチェック等を自宅で行っていたと主

張し、同僚も持ち帰り残業になるような業務負

荷があったと認識していたが、持ち帰り残業を

行った具体的な日や各日の時間について特

定することができなかったことから、労働時間と

して認定されていない。当事案では、持ち帰り

残業に係る時間数を認定しなくても、それ以外

に客観的な根拠をもって確認される時間外労

働時間数によって、労災認定基準を上回って

いた。 

上記の例のように、持ち帰り残業の時間が

労働時間として認定されていない例も見られる

が、労働時間に該当しないと判断されているも

のばかりではないことも付記する。 

 

【【事事案案 3300】】（（4400 代代・・男男性性））  

月刊誌の編集担当に配置転換となり、締め

切りに間に合わせるために長時間労働にな

ったと認められる。労働時間管理は自己申

告に基づくが、実態と乖離していた。ＰＣの

ログイン・ログアウトの時間をもとに労働時間

が認定されている。なお、本人は、ゲラのチ

ェック作業などを自宅に持ち帰って休日に

行っていたことも主張。事業場は仕事やＰＣ

の持ち帰りを原則禁止していたものの、同

僚は、原稿やゲラのチェックなど、持ち帰ら

ないと締め切りに間に合わない量であると認
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識していた。ただ、持ち帰り残業について、

具体的な日にちや各日の時間を特定でき

なかったことから、労働時間として認定され

ていない。  

 

3 労働時間管理が行われていなかった例 

1) 店長等や管理職の例 

ここでは、事業場による労働時間の管理が

（形式としても）乏しかった例を検討する。例え

ば、管理監督者扱いの者や専門的業務の者

について労働時間管理を行っていなかった例

や、出勤簿への押印によって出勤有無の確認

のみが行われていた例がある。こうした例では、

労災認定判断に際して、客観的根拠が収集さ

れ、それをもとに労働時間が認定されている。 

まず、飲食店などの店舗の管理者などにお

いて労働時間管理が行われていない例が複

数見られる。飲食店店長の事案 31では、店舗

のパート・アルバイトについてはタイムカードで

労働時間管理が行われていたものの、店長で

ある本人にはそうした時間管理は行われてい

なかった。同様に飲食店店長の例である事案

32 も、店長は自分でシフトを決める立場として、

労働時間が管理されていなかった。コンビニエ

ンスストア店長の事案 33も、名札のバーコード

をスキャンして端末に読み込ませたデータで

業務開始時刻・終了時刻が把握可能な状態

ではあったが、労働時間として管理されていた

形跡は見られなかった。カラオケ店のエリアマ

ネージャーの事案 34 も、自身で調整を図れる

立場である等の理由から、タイムカード等によ

る労働時間管理が行われていなかった。当事

案では、客観的資料が乏しい中、本人の申述、

手帳やメール記録をもとに労働時間が認定さ

れている。 

 

【【事事案案 3311】】（（2200 代代・・男男性性））  

飲食店店長。店舗運営管理業務全般に従

事し、恒常的な長時間労働に。労働時間管

理について、店舗のパート・アルバイトはタ

イムカードで労働時間が管理されていた

が、店長である本人にはそうした時間管理

は行われていなかった。同僚への聴取か

ら、本人が店長として開店時間から閉店時

間まで勤務していたことが認められたことか

ら、休憩時間は除き、労働時間として認定さ

れている。 

 

【【事事案案 3322】】（（3300 代代・・男男性性））  

飲食店店長。アルバイトの離職が相次ぎ、

人手不足のため、店長として連続勤務、長

時間労働になった。管理監督者扱いとされ

ていた。アルバイトの労働時間は各店の店

長が本社に報告していたが、店長の労働時

間は、自分でシフトを決めている立場である

ことから、特段の管理がされていなかった。

本人は出勤日には施錠して帰宅するため、

本人が使用する鍵の開閉時間の記録から、

鍵の解錠時刻を業務開始時刻、施錠時刻

を業務終了時刻として労働時間が認定され

ている。鍵の記録がない日は、本人自ら本

社に報告している就業時間が労働時間と認

定されている。  

 

【【事事案案 3333】】（（3300 代代・・男男性性））  

コンビニエンスストア店長。人手不足で、ア

ルバイトのいない時間帯を 1 人で担当した

ため長時間労働になったことが認められる。

事業場では、勤務時間及び休憩時間につ

いて、名札のバーコードをスキャンして端末

に読み込ませた上でデータ管理しているこ

とから、業務開始時刻・終了時刻は、端末か

ら出力された表に記載されているが、労働

時間としての管理は特に行われていなかっ

た。出力された表に記載されている業務開

始・終了時刻をもとに、休憩時間を除いて労

働時間が認定されている。  

 

【【事事案案 3344】】（（4400 代代・・男男性性））  

カラオケ店のエリアマネージャー。複数店舗

の管理をまかされ、上司から過大な要求を

課せられたことで、休日・休憩もとれないほ

どの長時間労働になったという。事業場は、

本人の勤務場所が1つに定まらないことや、

自身で調整を図れる立場にあったことから、

タイムカード等の労働時間管理を行ってい

なかったと述べる。本人の就労実態を把握

する客観的な資料は存在せず、本人の申

述、本人の手帳やメール記録等をもとにし

た労働時間数について否定する事実がな

いことから、事業場関係者の聴取結果もふ

まえて、労働時間が認定されている。  

 

飲食店店長等に限らなくても、企業におい

て管理的地位にある者で、労働時間が管理さ

れていない事案が見られる。機械切削加工組
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立及び営業納品業務の事案 35 では、本人が

管理監督者扱いとされ労働時間管理が行わ

れていなかったが、長時間労働であったことは

周囲も認識が一致するところであり、同僚のタ

イムカード記録をもとに労働時間が推計され、

認定されている。また、運送配車業務の課長

の事案36でも、管理職のため出退勤管理がさ

れていなかったが、本人がスマートフォンに労

働時間を記録しており、同僚への聴取結果や

機械警備記録との整合から正確性が確かめら

れたことから、本人記録ももとにして労働時間

が認定されている。 

 

【【事事案案 3355】】（（5500 代代・・男男性性））  

機械切削加工組立及び営業納品業務。従

業員が少ないため、1 人 1 人にかかる負担

が大きく、また、取引先の会社が休みの時

に機械の取り付けを行うため休日出動も恒

常化していた。本人は、納期間近は終電の

時間まで仕事をすることが多かったと述べ

る。事業場は、一般社員についてはタイムカ

ードで労働時間管理を行っていたが、本人

は管理監督者扱いとされ、特段の労働時間

管理が行われていなかった。日々の労働時

間を記録した資料はないが、会社関係者と

本人の申述する労働実態が一致したため、

同僚のタイムカード記録に基づき労働時間

が認定されている。  

 

【【事事案案 3366】】（（4400 代代・・男男性性））  

課長に昇進し、これまで担当していた運送

配車及び請求支払業務に加えて、事業計

画の策定や課内の業務効率の改善など、

管理職としての業務が上乗せされて負荷が

大きくなった。事業場では管理職として労働

時間管理がなされていなかったが、本人が

スマートフォンに労働時間を記録していた。

本人と同僚労働者の聴取から、本人が、通

常、部下が業務を終えるまで残業を行い、

機械警備のセットを行っていたことが認めら

れるため、本人がスマートフォンに記録して

いた業務終了時刻と機械警備記録を照合

し、労働時間が認定されている。  

 

2) 専門業務、顧客先等での業務の例 

専門性の高い業務に従事していたことや、

顧客先に常駐し業務を行うなどの労働形態か

ら、事業場による労働時間管理が行われてい

なかったと見られる事案がある。テレビ番組制

作 AD の事案 37 では、事業場関係者の申述

に基づくと、出退勤、残業、休日出勤が、仕事

の締め切りに柔軟に対応できるよう、社員個々

の判断で行われており、労働時間管理は行わ

れていなかった。当事案では、労災認定判断

に際し、本人の記憶に基づいて労働時間が認

定されている。システムエンジニアの事案 38
は、顧客先に常駐して作業を行っていたため、

事業場による労働時間管理が行われていなか

った。当事案では、本人が、勤務時間の実績

を記録しており、実際の PC 使用時間と一致す

ることから、その時間が労働時間と認められた。

派遣労働者の労務管理業務の事案 39 も、日

常的に顧客先での仕事であったことから、事

業場による労働時間管理は行われていなかっ

た。当事案では、本人が会社から貸与された

PC を用いて自宅等で会社に提出する文書作

成作業を行っていた実態があり、文書作成に

かかる時間も労働時間と認定されている。 

 

【【事事案案 3377】】（（2200 代代・・男男性性））  

テレビ番組制作の AD。イベントの準備から

開催までを限られた時間内にこなす業務。

新番組のチーフ AD として業務量が増加し

た。事業場では、出退勤、残業、休日出勤

については、仕事の締め切りに柔軟に対応

できるよう、社員個々の判断で行われてお

り、労働時間は特に管理されておらず、実

労働時間は把握されていなかった。労災請

求時に、本人が記憶に基づいて始業・終業

時刻を記録したものを、事業主も事実と認め

ていることから、それをもとに労働時間が認

定されている。  

 

【【事事案案 3388】】（（3300 代代・・男男性性））  

システムエンジニア。顧客先から受注したソ

フトウェア開発業務の納期とスケジュールが

厳しく、それに対応するために、時間外労

働が増加したと認められる。顧客先に常駐

して作業を行っていたため、事業場によるタ

イムカード等の労働時間管理は行われてい

なかった。本人は、PC での作業実績の記録

として勤務時間報告書を作成していたと申

述。作業実績の時間と PC の使用記録の時

間はほぼ同時間であるため、作業実績の時

間をもとに労働時間が認定され、記録のな

いものは PC の使用記録をもとに労働時間
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が認定されている。  

 

【【事事案案 3399】】（（3300 代代・・男男性性））  

派遣労働者の労務管理。顧客の要求が厳

しく、労働時間が増加したという。日常的に

顧客先での仕事で、顧客先と自宅を往復す

る日々で、顧客先での面談、会社から貸与

された PC を用いて自宅等で文書作成作業

を行っていた。事業場では、労働時間は自

己管理とされており、特段の管理は行われ

ていなかった。本人は、自宅から会社への

業務文書のメール送信時刻が終業時刻で

あると主張するが、メール送信時刻までの拘

束性は確認できなかったため、報告書の作

成にかかる時間を同僚聴取をもとに推計

し、労働時間が認定されている。  

 

3) 出勤簿への押印等のみの管理 

出勤簿への押印等による勤怠管理のみで、

労働時間の把握（記録）が行われていなかっ

た例もある。宝石・貴金属等展示販売の事案

40 では、労働時間の把握が行われなかった

背景に、固定額の営業手当支給が関係してい

た可能性がうかがえる。当事案では、関係者

の聴取のほか、本人提出の交通系 ICカードの

改札出場時刻記録や、事業場提出の警備記

録等をもとに労働時間が認定されている。 

飲食店店員の事案 41 でも、同様に出勤簿

押印のみの例であり、事業場で労働時間の把

握は行われていなかった。同事案では、同僚

聴取のほか、時刻表示のある売上集計レシー

トなどの客観的記録が収集され、それをもとに

労働時間が認定されている。家電配送・取り付

けの事案 42 も出勤簿への押印のみの勤怠管

理の例であり、本人の記録、上司の申述、警

備記録に乖離がなかったことから、それをもと

に労働時間が認定されている。建築設計技術

者の事案 43 でも、出勤簿の押印のみで労働

時間管理が行われていなかった中、恒常的に

22 時まで残業を行っており、休日出勤も常態

化していた。 

調理師の事案 44では、出勤時のタイムカー

ド打刻で出勤有無の確認がされるのみであり、

事業場において労働時間の把握は行われて

いなかったが、本人が退勤時も自主的にタイ

ムカード打刻をしていたことから、その記録をも

とに労働時間が認定されている。 

 

【【事事案案 4400】】（（3300 代代・・女女性性））  

宝石・貴金属等の展示販売。長時間残業、

過重なノルマ、上司のパワーハラスメントに

よって発病したと主張される。勤務先は出勤

簿の押印のみの勤怠管理で、労働時間の

把握は行われていなかった。上司は、本人

の始業・終業時刻や休日出勤の状況が正

確にわからないという。会社は、固定額の営

業手当を残業見合い分として支給し、これ

を目安に残業時間を抑えるよう指示してい

たという。関係者の聴取及び、本人提出資

料（手帳、交通系 IC カードの改札出場時刻

記録）、事業場提出資料（警備記録、社用

車の運転日報、交通費精算書）から労働時

間が認定されている。  

 

【【事事案案 4411】】（（2200 代代・・男男性性））  

飲食店店員。転勤で店舗が変わり、店長代

理の職務を担うこととなり、店舗運営、開店

準備、閉店後の清掃、売上報告等の業務

負荷が加わり、労働時間が大幅に増加し

た。勤務先は出勤簿への押印のみの勤怠

管理であり、労働時間は把握されていな

い。そのため、出勤簿等で出勤日が確認さ

れ、同僚聴取や、本人による売上報告のメ

ール記録、時刻表示のある売上集計レシー

ト、営業日報レシート、夜間金庫に投函した

際の銀行レシートなどから労働時間が認定

されている。  

 

【【事事案案 4422】】（（2200 代代・・男男性性））  

家電配送・取り付け。繁忙期の長時間労働・

連続勤務が負荷になったものと認められる。

疲労感、体重減少、寝付けないなどを感じ

ていた中、業務中に呼吸苦が起こり救急搬

送される。業務は繁閑が大きく、繁忙期は

他の社員も残業が多く、連続勤務になって

いたという。事業場は、出勤簿への押印の

みの勤怠管理であり、労働時間管理は行っ

ていなかった。本人による記録、上司の申

述、警備記録に乖離がなかったことから、そ

れをもとに労働時間が認定されている。  

 

【【事事案案 4433】】（（2200 代代・・男男性性））  

建築設計技術者。深夜に及ぶ長時間労働

が続いていた。また、上司から、仕事の進捗

が遅いことなどを叱責されていた。事業場の
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勤怠管理は、出勤簿への押印のみで、時間

管理は行われていなかった。上司への聴取

をもとにすると、22 時までは上司も一緒に残

業していたという実態が確認されたことか

ら、22 時を終業時刻とし、本人から提出のあ

った顧客等へのメール送信記録から、その

時間も労働時間認定の際に考慮した。休日

出勤を行っていたことも、本人から申述があ

り、上司も事実と認めることから、メール送信

記録をもとに労働時間が認定されている。  

 

【【事事案案 4444】】（（5500 代代・・男男性性））  

調理師。恒常的な長時間労働による発病と

認められる。事業場においては、出勤時の

みタイムカードを打刻することによって出勤

有無確認が行われていたが、退勤時の打

刻は求められず、労働時間の把握は行わ

れていなかった。しかし、本人は自主的にシ

ステム上に退勤時刻を記録しており、勤務

時間記録が残っている日があった。そのた

め、記録が残っている日については、当該

記録時間を業務以外の時間と見做す要素

がないことから、記録をもとに労働時間が認

定されている。  

 

4 記録されている労働時間の業務性、労働密

度 

1) 記録されている労働時間の業務性 

最後に、タイムカード等によって労働時間と

して記録されている時間がありながら、事業場

関係者の認識として、その時間内の業務性や

労働密度等に関して疑義が呈された例を検討

する。 

まず、建設設計補助業務の事案 45のように、

事業場から、所定労働時間外の時間の記録が

自己研鑽の時間であると主張される場合があ

る。この事例では、同種労働者の聴取から、通

常業務の延長で作業を行っていた実態が認

められたことから、労働時間に該当すると認定

されている。 

 

【【事事案案 4455】】（（2200 代代・・男男性性））  

建築設計の補助業務。経験不足がある中、

物件を任されたことにより業務量が増加し

た。成果物に対して上司からやり直しを求め

られ、工程遅れ等が生じていたことが確認さ

れる。事業場では、毎月、自己申告の業務

報告書の提出により労働時間が把握されて

いた。報告書に所定労働時間と異なる時間

が記載されている日について、本人は、残

業であったと述べる。一方、事業主は、その

時間は自己研鑽の時間であり残業ではない

と申述した。同種労働者の聴取からは、所

定労働時間終了後の時間について、通常

業務の延長で作業を行っていたと確認され

る。自己研鑽と業務を明確に区別する根拠

資料もないことから、この時間については、

業務に必要な作業を引き続き行っていたも

のとされ、労働時間と認定されている。  

 

2) 本人の仕事の仕方と長時間労働 

次に、長時間労働になったことに本人の仕

事の仕方、マインドが関わったと推測される例

である。病院職員の事案 46では、所定始業時

刻より前の時間にタイムカード打刻されていた。

事業場では、早出残業をするように指示して

おらず、朝の時間が集中して作業できることか

ら本人が自主的に早出をしていたと申述する。

ただ、実態として業務を行っていたこと、事業

場の同僚もその時間に本人が出社していた事

実を認識していたことから、労働時間と認定さ

れている。 

建設業の現場代理人の事案 47 では、事業

場関係者の申述に基づけば、上司が帰るよう

に言っても、本人が心配なので帰れない日々

が続き、長時間労働になった様子がうかがえる。

警備員の人員配置・シフト管理業務の事案 48
では、事業場関係者の申述に基づけば、上司

による業務軽減の提案があったものの、本人

が実質的に業務を管理しており、仕事の仕方

が改善されず、連続勤務になった様子がうか

がえる。労働時間管理の難しさを示している。 

 

【【事事案案 4466】】（（2200 代代・・女女性性））  

病院職員。通常業務のほか、イベントの運

営業務、同僚の退職による担当患者数の増

加、後輩指導等が重なり、業務負荷が増加

したという。所定の始業時刻より前にタイム

カードを打刻し、カルテ作成や計画書作成

を行っていた。上司は、本人が責任感の強

い性格で、業務負荷が増してしまったものと

認める。本人が早い時間に出社しているの

はタイムカード記録を見て知っていた。朝

は、人は少なく、集中して仕事をできる時間

帯であることからだと上司は推察する。早出

出勤の指示はしておらず、するなという指示
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もしていなかった。事業場の同僚は、出勤

時刻から所定始業時刻までの間、本人がカ

ルテ等の各種書類作成等の業務にあたっ

ていたと申述する。そのため、本人は業務

に従事していたものであると判断され、始業

時刻はタイムカードに基づいて認定されて

いる。  

 

【【事事案案 4477】】（（3300 代代・・男男性性））  

建設業の現場代理人。複数の工程を同時

進行して実施したこと等により、長時間労

働、徹夜を含む連続勤務になったと認めら

れる。事業場の労働時間管理は、各労働者

が PC の勤務実績表に労働時間を入力する

ことによる。上司は、本人が徹夜で仕事をし

ていた際に帰るように言ったが、本人は、心

配なのでという理由から帰ろうとしなかったと

述べる。本人は作業員からの質問に対応す

る等の業務を実施していたことが確認され、

事業場も本人の申告した作業時間に基づき

賃金支払いを行っていたことから、勤務実

績表の記載をもとに労働時間が認定されて

いる。  

 

【【事事案案 4488】】（（4400 代代・・女女性性））  

警備員の人員配置・シフト管理などを行う事

務職。6 か月間休日のない連続勤務や、上

司から罵声を浴びせられたことを申述する。

常に携帯電話とシフト表を持ち、自宅でも夜

間でも常に業務対応できるようにし、顧客か

ら連絡がこない時間をはかって睡眠、食事

などをしていたと述べる。上司は、そのような

働き方を是としていたわけではないが、本人

が実質的に業務を管理していたので改善の

手立てを持たず、業務分担の申し出を行っ

ても本人が聞く耳をもたなかったという。緊

急時を除き、常に行い続けなければならな

いような仕事ではなかったという。労働時間

管理は特に行っていなかった。労働時間

は、本人の申述をもとに関係者聴取の上で

認定されている。  

 

3) 労働密度に疑義が呈される例 

最後に、仕事の仕方に近いものではあるが、

本人の要領の悪さ、能力不足、労働密度など

に対して事業場関係者から疑義が呈されるケ

ースである。そうしたケースでも、客観的記録・

根拠に基づいて、労働時間が認定されている。 

ホテル客室清掃・管理業務の事案 49では、

事業場関係者は、連続勤務の実態にあったこ

とを認めるが、同時に、本人の能力不足、要領

の悪さを認識し、交替で休みを取れる体制を

組んでいたと申述する。同事案では、同僚聴

取から、実態として休みを取れる状況ではなか

ったと認定されている。 

仕分け・配送業務の事案 50でも、事業場関

係者は、本人の段取りの悪さ、労働密度に不

信感をもっていたが、十分対応できなかったこ

と、労働密度の薄さが客観的に認められない

ことから、タイムカードの記録をもとに労働時間

と認定されている。 

法務関係事務の管理職の事案 51 は、事業

場関係者は、本人が遅くまで会社に残ってい

たことは認める一方で、やらなくてもいい仕事

を自分で作っていたなど、労働密度に関して

は疑問を呈する。しかし、記録をもとに時間外

手当を支給しており、上司が労働実態を認識

していることから、労働時間として認定されて

いる。 

上記の事例では、労働密度等に関して本人

と事業場関係者との間で認識の相違があって

も、実際に業務を行っており、その事実を上司

も把握しているのであれば労働時間に該当す

るとされる。労働密度に関して事業場が問題と

考えるならば、長時間労働の削減のために、

労働時間（長時間残業）に対する社員の意識

改革の徹底が求められる。 

 

【【事事案案 4499】】（（4400 代代・・男男性性））  

ホテル客室清掃及び管理。作業の遅れが

あり、本人も清掃作業に従事している中、各

階を回り、進捗状況の報告を行うことは負荷

が大きかったと認められる。休日が決められ

ておらず、出勤簿から、１か月以上連続勤

務をしていることが確認できた。本人が休日

を取っていないことは、本人、事業場関係者

の聴取からも確認されたことから、実態に基

づき労働時間が認定されている。事業場関

係者は、本人の能力不足、要領の悪さを指

摘。休むなという指示は出しておらず、顧客

と協議し、交替で休みを取れるように体制を

組んでいたこと等を述べるが、本人や同僚

の聴取からは、人手不足等で休みを取れる

ような状況ではなかったと判断された。  
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【【事事案案 5500】】（（4400 代代・・男男性性））  

仕分け・配送業務。労働時間は、タイムカー

ドをもとに勤務表で管理されている。事業場

関係者は、労働時間は勤務表のとおりで間

違いないとしつつも、本人は他の職員に比

べ仕事が遅く、また、配送業務中に長時間

休憩していたという話を他の従業員から聞

いたこともあり、労働密度に不信感を抱いて

いた。本人の段取りが悪いため、会社として

は労働時間を短くするよう促していたという。

本人は仕事が遅くて時間がかかるため、会

社としても改善策として繁忙期には 2 人体

制にした。ただ、会社でフォローできる部分

は限られ、本人のスキルの問題と認識。た

だ、労働密度が薄いことの事実は確認され

ないことから、通常業務を行ったとみなし、

労働時間が認定されている。  

 

【【事事案案 5511】】（（5500 代代・・男男性性））  

法務関係業務の管理職。本人は様々な仕

事上の理由から長時間労働していたと申述

するが、事業場関係者は、遅くまで会社に

残っていたことは事実として認める。ただ、

業務量は多くなく、要領が悪いなど本人の

能力に問題があり、やらなくていい仕事を自

分で作っていたなどの認識があった。自己

申告に基づく労働時間の記録があったが、

会社によると、管理職は自らの責任と裁量

で労働時間管理をしているので、記録をす

べて労働時間と承認しているわけではない

と主張する。ただ、深夜割増賃金は記録に

基づいて支給するなど、労働時間把握の基

礎として使用されていたことが認められる。

また、関係者（上司・部下）の聴取で、本人

が日常的に時間外労働を行っていた実態

が把握された。業務密度には特段問題がな

いと判断されることから、労働時間として認

定されている。  

 

Ｄ．考察 

労災認定事案は、事業場における労働時

間の把握・管理に係る論点を指し示す。労働

時間管理が行われていなかった事案のほか、

形式的には始業・終業時刻や時間外労働の

管理が行われている場合でも、適正な業務

量・スケジュールでないならば、実際のところ、

業務の必要性から労働者の自己判断等による

時間外労働が発生し、長時間労働となって労

働者の健康が損なわれることがある。 

そうした時間外労働の時間が事業場におい

て正確に把握されていないことも、過労死等を

防止する観点から問題と考えられる。検討した

事案では、労働時間の把握が形式的なものに

留まり長時間労働を黙認していた例のほか、

職場の慣行や指示により、労働時間の「調整」

（過少申告）が行われていた例が見られた。ま

た、タイムカード打刻後の残業、打刻や申告の

ない休日出勤、労働者個々の判断での持ち

帰り残業なども論点となっていた。 

事案からは、所定労働時間内で対応しきれ

ないような重い業務負荷が課されている場合、

上司の明示的な指示によらない形で残業が行

われることがあり、それが、しばしば申告のない

「隠れ残業」の形をとることで、過労死等に関

わる長時間労働の一部をなしていることがうか

がえた。重い業務負荷を課された労働者が自

己判断で残業・休日出勤等を行った場合、そ

れに関わる時間は、労働時間に該当する性質

を帯びていよう。「隠れ残業」等、事業場が実

労働時間を正確に把握できていないケースで、

長時間労働となり、労働者の健康が損なわれ

た場合、労災請求に際し、労働時間や業務負

荷に関する請求人（当該労働者）と事業場との

間の「認識の相違」が表面化する。労災認定

では、関係者聴取や客観的な資料・記録に基

づいて、労働時間が認定されている。 

 

Ｅ．結論 

労災認定事案においては、過労死等防止

の観点から見て事業場の労働時間管理に問

題がある例が少なからず見られる。労働時間

管理が行われていなかった例のほか、形式的

には始業・終業時刻や時間外労働の管理が

行われている場合でも、時間外労働の過少な

申告、タイムカード打刻後の残業、打刻や申

告のない休日出勤、持ち帰り残業など、事業

場の把握する労働時間と実際の労働時間とが

乖離している場合がある。そうしたケースでは、

労災請求時に、労働者本人と事業場との間で、

実労働時間に関する認識の相違が表面化し

ており、関係者の聴取や客観的な記録をもっ

て、労働時間が認定されている。事案によって

論点や状況は異なるが、本研究で検討した事

案は、事業場が、労働者の業務負荷の状況を

十分に認識していなかったものとして共通して

いる。 
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本研究の検討をふまえると、過労死等を防

止するための企業の労務管理として、労働時

間の形式的な把握・管理だけでは不十分であ

ることがわかる。客観的な記録を基礎とした労

働時間の適正な把握が求められるのはもちろ

んであるが、それだけでなく、長時間労働防止、

労働者の健康確保のためには、適正な業務

量、業務スケジュールであるかどうかなど、業

務負荷の適切な配分や、労働者が過重な負

荷を抱えないための進捗管理が求められる。 

 

Ｆ．健康危機情報 

該当せず。 
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志編『労働判例百選［第 10 版］』．有斐

閣．2022． 
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事
案

番
号

発
病
時

年
齢

性
別

業
種

職
種

勤
続
年
数

転
職
経
験

決
定
時
疾
患
名

出
来
事
（
認
定
事
実
）

時
間 1

時
間 2

時
間 3

時
間 4

時
間 5

時
間 6

1
30

代
男

性
教

育
，

学
習

⽀
援

業
事

務
従

事
者

10
〜

19
年

⽬
転

職
な

し
F3

4 
持

続
性

気
分

（
感

情
）

障
害

極
度

の
⻑

時
間

労
働

16
5

-
-

-
-

-

2
30

代
男

性
製

造
業

⽣
産

⼯
程

従
事

者
10

〜
19

年
⽬

転
職

な
し

F3
2 

う
つ

病
エ

ピ
ソ

ー
ド

顧
客

や
取

引
先

か
ら

ク
レ

ー
ム

を
受

け
た

（
中

）
、

仕
事

内
容

・
仕

事
量

の
（

⼤
き

な
）

変
化

を
⽣

じ
さ

せ
る

出
来

事
が

あ
っ

た
（

強
）

13
3

49
10

3
82

67
10

1

3
20

代
男

性
卸

売
業

，
⼩

売
業

専
⾨

的
・

技
術

的
職

業
従

事
者

4〜
9年

⽬
転

職
な

し
F3

2 
う

つ
病

エ
ピ

ソ
ー

ド
顧

客
や

取
引

先
か

ら
ク

レ
ー

ム
を

受
け

た
（

強
）

 
※

恒
常

的
⻑

時
間

労
働

12
6

83
21

11
6

78
64

4
20

代
男

性
学

術
研

究
，

専
⾨

・
技

術
サ

ー
ビ

ス
業

事
務

従
事

者
1〜

3年
⽬

転
職

な
し

F3
2 

う
つ

病
エ

ピ
ソ

ー
ド

仕
事

内
容

・
仕

事
量

の
（

⼤
き

な
）

変
化

を
⽣

じ
さ

せ
る

出
来

事
が

あ
っ

た
（

強
）

12
3

46
8

0
0

0

5
30

代
男

性
製

造
業

事
務

従
事

者
10

〜
19

年
⽬

転
職

1回
F3

2 
う

つ
病

エ
ピ

ソ
ー

ド
１

か
⽉

に
80

時
間

以
上

の
時

間
外

労
働

を
⾏

っ
た

（
強

）
14

6
89

11
1

89
11

9
59

6
30

代
男

性
情

報
通

信
業

専
⾨

的
・

技
術

的
職

業
従

事
者

1〜
3年

⽬
転

職
1回

F3
2 

う
つ

病
エ

ピ
ソ

ー
ド

極
度

の
⻑

時
間

労
働

24
5

-
-

-
-

-

7
40

代
男

性
製

造
業

⽣
産

⼯
程

従
事

者
20

年
以

上
転

職
な

し
F3

2 
う

つ
病

エ
ピ

ソ
ー

ド
１

か
⽉

に
80

時
間

以
上

の
時

間
外

労
働

を
⾏

っ
た

（
強

）
13

4
14

6
13

9
89

63
11

4

8
40

代
男

性
不

動
産

業
，

物
品

賃
貸

業
販

売
従

事
者

1〜
3年

⽬
転

職
2回

以
上

F3
2 

う
つ

病
エ

ピ
ソ

ー
ド

極
度

の
⻑

時
間

労
働

16
1

16
9

21
2

18
9

13
6

12
9

9
30

代
男

性
学

術
研

究
，

専
⾨

・
技

術
サ

ー
ビ

ス
業

専
⾨

的
・

技
術

的
職

業
従

事
者

10
〜

19
年

⽬
転

職
な

し
F4

3.
2 

適
応

障
害

極
度

の
⻑

時
間

労
働

18
0

16
2

10
2

13
0

14
6

11
5

10
40

代
⼥

性
教

育
，

学
習

⽀
援

業
専

⾨
的

・
技

術
的

職
業

従
事

者
10

〜
19

年
⽬

転
職

2回
以

上
F3

2 
う

つ
病

エ
ピ

ソ
ー

ド
極

度
の

⻑
時

間
労

働
16

4
21

6
17

6
20

7
20

4
18

8

11
50

代
男

性
情

報
通

信
業

管
理

的
職

業
従

事
者

4〜
9年

⽬
転

職
2回

以
上

F3
2 

う
つ

病
エ

ピ
ソ

ー
ド

極
度

の
⻑

時
間

労
働

20
2

93
64

12
0

12
1

11
6

12
20

代
男

性
医

療
，

福
祉

事
務

従
事

者
1〜

3年
⽬

転
職

な
し

F4
3.

8 
そ

の
他

の
重

度
ス

ト
レ

ス
反

応
極

度
の

⻑
時

間
労

働
15

4
13

1
11

5
13

2
10

9
13

4

13
30

代
⼥

性
情

報
通

信
業

事
務

従
事

者
10

〜
19

年
⽬

転
職

2回
以

上
F3

2 
う

つ
病

エ
ピ

ソ
ー

ド
極

度
の

⻑
時

間
労

働
16

9
10

1
77

69
80

99

14
40

代
男

性
不

動
産

業
，

物
品

賃
貸

業
管

理
的

職
業

従
事

者
20

年
以

上
転

職
2回

以
上

F3
2 

う
つ

病
エ

ピ
ソ

ー
ド

極
度

の
⻑

時
間

労
働

22
8

17
5

14
8

16
3

-
-

15
30

代
男

性
宿

泊
業

，
飲

⾷
サ

ー
ビ

ス
業

サ
ー

ビ
ス

職
業

従
事

者
10

〜
19

年
⽬

転
職

2回
以

上
F4

1 
そ

の
他

の
不

安
障

害
極

度
の

⻑
時

間
労

働
17

8
17

5
15

4
19

0
13

3
11

7

表
1．

本
研
究
で
取
り
上
げ
た
事
案
の
基
本
情
報
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事
案

番
号

発
病
時

年
齢

性
別

業
種

職
種

勤
続
年
数

転
職
経
験

決
定
時
疾
患
名

出
来
事
（
認
定
事
実
）

時
間 1

時
間 2

時
間 3

時
間 4

時
間 5

時
間 6

16
40

代
男

性
情

報
通

信
業

管
理

的
職

業
従

事
者

1〜
3年

⽬
転

職
2回

以
上

F4
5 

⾝
体

表
現

性
障

害
極

度
の

⻑
時

間
労

働
16

4
87

48
65

65
42

17
20

代
男

性
宿

泊
業

，
飲

⾷
サ

ー
ビ

ス
業

事
務

従
事

者
1〜

3年
⽬

転
職

な
し

F3
2 

う
つ

病
エ

ピ
ソ

ー
ド

仕
事

内
容

・
仕

事
量

の
（

⼤
き

な
）

変
化

を
⽣

じ
さ

せ
る

出
来

事
が

あ
っ

た
（

強
）

（
ひ

ど
い

）
嫌

が
ら

せ
、

い
じ

め
、

⼜
は

暴
⾏

を
受

け
た

（
強

）
82

12
3

12
4

9
4

-

18
30

代
男

性
宿

泊
業

，
飲

⾷
サ

ー
ビ

ス
業

事
務

従
事

者
10

〜
19

年
⽬

転
職

な
し

F3
2 

う
つ

病
エ

ピ
ソ

ー
ド

極
度

の
⻑

時
間

労
働

20
1

17
9

11
8

13
3

15
5

99

19
30

代
男

性
建

設
業

専
⾨

的
・

技
術

的
職

業
従

事
者

1〜
3年

⽬
転

職
2回

以
上

F4
5 

⾝
体

表
現

性
障

害

（
重

度
の

）
病

気
や

ケ
ガ

を
し

た
（

強
）

、
ノ

ル
マ

が
達

成
で

き
な

か
っ

た
（

弱
）

、
2週

間
以

上
に

わ
た

っ
て

連
続

勤
務

を
⾏

っ
た

（
強

）
、

（
ひ

ど
い

）
嫌

が
ら

せ
、

い
じ

め
、

⼜
は

暴
⾏

を
受

け
た

（
強

）

40
80

96
11

2
16

3
12

6

20
30

代
男

性
宿

泊
業

，
飲

⾷
サ

ー
ビ

ス
業

サ
ー

ビ
ス

職
業

従
事

者
1〜

3年
⽬

転
職

2回
以

上
F3

2 
う

つ
病

エ
ピ

ソ
ー

ド

顧
客

や
取

引
先

か
ら

ク
レ

ー
ム

を
受

け
た

（
弱

）
、

仕
事

内
容

・
仕

事
量

の
（

⼤
き

な
）

変
化

を
⽣

じ
さ

せ
る

出
来

事
が

あ
っ

た
（

強
）

、
2週

間
以

上
に

わ
た

っ
て

連
続

勤
務

を
⾏

っ
た

（
中

）

89
97

77
26

40
26

21
40

代
男

性
製

造
業

⽣
産

⼯
程

従
事

者
20

年
以

上
転

職
1回

F3
2 

う
つ

病
エ

ピ
ソ

ー
ド

極
度

の
⻑

時
間

労
働

17
6

12
2

14
1

61
14

0
62

22
40

代
男

性
卸

売
業

，
⼩

売
業

事
務

従
事

者
4〜

9年
⽬

転
職

2回
以

上
F4

3.
2 

適
応

障
害

仕
事

内
容

・
仕

事
量

の
（

⼤
き

な
）

変
化

を
⽣

じ
さ

せ
る

出
来

事
が

あ
っ

た
（

強
）

、
2週

間
以

上
に

わ
た

っ
て

連
続

勤
務

を
⾏

っ
た

（
中

）
87

93
10

5
83

56
42

23
40

代
男

性
学

術
研

究
，

専
⾨

・
技

術
サ

ー
ビ

ス
業

専
⾨

的
・

技
術

的
職

業
従

事
者

4〜
9年

⽬
転

職
2回

以
上

F3
2 

う
つ

病
エ

ピ
ソ

ー
ド

仕
事

内
容

・
仕

事
量

の
（

⼤
き

な
）

変
化

を
⽣

じ
さ

せ
る

出
来

事
が

あ
っ

た
（

強
）

、
上

司
と

の
ト

ラ
ブ

ル
が

あ
っ

た
（

中
）

、
顧

客
や

取
引

先
か

ら
無

理
な

注
⽂

を
受

け
た

（
弱

）
、

部
下

と
の

ト
ラ

ブ
ル

が
あ

っ
た

（
弱

）
、

配
置

転
換

が
あ

っ
た

（
弱

）

19
92

67
67

53
72

24
30

代
⼥

性
複

合
サ

ー
ビ

ス
事

業
事

務
従

事
者

10
〜

19
年

⽬
転

職
な

し
F3

2 
う

つ
病

エ
ピ

ソ
ー

ド
達

成
困

難
な

ノ
ル

マ
が

課
さ

れ
た

（
中

）
、

⾃
分

の
昇

格
・

昇
進

が
あ

っ
た

（
弱

）
 

※
恒

常
的

⻑
時

間
労

働
56

94
40

76
79

84

25
40

代
男

性
サ

ー
ビ

ス
業

（
他

に
分

類
さ

れ
な

い
も

の
）

専
⾨

的
・

技
術

的
職

業
従

事
者

4〜
9年

⽬
転

職
1回

F3
3 

反
復

性
う

つ
病

性
障

害
仕

事
内

容
・

仕
事

量
の

（
⼤

き
な

）
変

化
を

⽣
じ

さ
せ

る
出

来
事

が
あ

っ
た

（
強

）
11

3
12

6
86

13
2

10
5

79

26
20

代
⼥

性
学

術
研

究
，

専
⾨

・
技

術
サ

ー
ビ

ス
業

専
⾨

的
・

技
術

的
職

業
従

事
者

1〜
3年

⽬
転

職
2回

以
上

F3
2 

う
つ

病
エ

ピ
ソ

ー
ド

仕
事

内
容

・
仕

事
量

の
（

⼤
き

な
）

変
化

を
⽣

じ
さ

せ
る

出
来

事
が

あ
っ

た
（

強
）

68
90

0
0

0
20
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事
案

番
号

発
病
時

年
齢

性
別

業
種

職
種

勤
続
年
数

転
職
経
験

決
定
時
疾
患
名

出
来
事
（
認
定
事
実
）

時
間 1

時
間 2

時
間 3

時
間 4

時
間 5

時
間 6

27
20

代
男

性
情

報
通

信
業

事
務

従
事

者
1〜

3年
⽬

転
職

1回
F3

1 
双

極
性

感
情

障
害

同
僚

と
の

ト
ラ

ブ
ル

が
あ

っ
た

（
中

）
、

仕
事

内
容

・
仕

事
量

の
（

⼤
き

な
）

変
化

を
⽣

じ
さ

せ
る

出
来

事
が

あ
っ

た
（

強
）

46
57

87
70

10
4

52

28
50

代
⼥

性
情

報
通

信
業

事
務

従
事

者
1〜

3年
⽬

転
職

2回
以

上
F4

3.
2 

適
応

障
害

仕
事

内
容

・
仕

事
量

の
(⼤

き
な

)変
化

を
⽣

じ
さ

せ
る

出
来

事
が

あ
っ

た
(強

)、
配

置
転

換
が

あ
っ

た
(中

)、
上

司
と

の
ト

ラ
ブ

ル
が

あ
っ

た
(弱

)
71

44
10

6
23

7
0

29
20

代
男

性
教

育
，

学
習

⽀
援

業
サ

ー
ビ

ス
職

業
従

事
者

1〜
3年

⽬
転

職
な

し
F4

3.
2 

適
応

障
害

仕
事

内
容

・
仕

事
量

の
（

⼤
き

な
）

変
化

を
⽣

じ
さ

せ
る

出
来

事
が

あ
っ

た
（

強
）

92
11

2
64

57
49

72

30
40

代
男

性
製

造
業

専
⾨

的
・

技
術

的
職

業
従

事
者

10
〜

19
年

⽬
転

職
な

し
F3

1 
双

極
性

感
情

障
害

配
置

転
換

が
あ

っ
た

（
強

）
※

恒
常

的
⻑

時
間

労
働

を
考

慮
、

顧
客

や
取

引
先

か
ら

ク
レ

ー
ム

を
受

け
た

（
中

）
、

連
続

勤
務

（
中

）
10

6
60

71
69

88
74

31
20

代
男

性
宿

泊
業

，
飲

⾷
サ

ー
ビ

ス
業

サ
ー

ビ
ス

職
業

従
事

者
4〜

9年
⽬

転
職

2回
以

上
F3

2 
う

つ
病

エ
ピ

ソ
ー

ド
１

か
⽉

に
80

時
間

以
上

の
時

間
外

労
働

を
⾏

っ
た

（
強

）
10

9
11

8
11

3
11

5
10

9
11

4

32
30

代
男

性
宿

泊
業

，
飲

⾷
サ

ー
ビ

ス
業

管
理

的
職

業
従

事
者

10
〜

19
年

⽬
転

職
な

し
F3

2 
う

つ
病

エ
ピ

ソ
ー

ド
極

度
の

⻑
時

間
労

働
15

5
11

4
10

7
13

9
76

10
3

33
30

代
男

性
卸

売
業

，
⼩

売
業

販
売

従
事

者
10

〜
19

年
⽬

転
職

1回
F3

2 
う

つ
病

エ
ピ

ソ
ー

ド
極

度
の

⻑
時

間
労

働
20

9
12

0
59

71
39

50

34
40

代
男

性
⽣

活
関

連
サ

ー
ビ

ス
業

，
娯

楽
業

管
理

的
職

業
従

事
者

4〜
9年

⽬
3社

以
上

F3
2 

う
つ

病
エ

ピ
ソ

ー
ド

１
か

⽉
に

80
時

間
以

上
の

時
間

外
労

働
を

⾏
っ

た
（

強
）

、
2週

間
以

上
に

わ
た

っ
て

連
続

勤
務

を
⾏

っ
た

（
中

）
13

3
11

2
12

3
17

6
17

5
-

35
50

代
男

性
製

造
業

⽣
産

⼯
程

従
事

者
20

年
以

上
転

職
1回

F3
2 

う
つ

病
エ

ピ
ソ

ー
ド

極
度

の
⻑

時
間

労
働

20
6

19
3

13
0

73
15

0
13

5

36
40

代
男

性
運

輸
業

，
郵

便
業

管
理

的
職

業
従

事
者

20
年

以
上

転
職

な
し

F3
2 

う
つ

病
エ

ピ
ソ

ー
ド

極
度

の
⻑

時
間

労
働

18
0

16
1

95
54

95
75

37
20

代
男

性
情

報
通

信
業

専
⾨

的
・

技
術

的
職

業
従

事
者

4〜
9年

⽬
転

職
1回

F4
4 

解
離

性
（

転
換

性
）

障
害

極
度

の
⻑

時
間

労
働

17
3

12
7

13
0

65
36

18

38
30

代
男

性
情

報
通

信
業

専
⾨

的
・

技
術

的
職

業
従

事
者

10
〜

19
年

⽬
転

職
1回

F3
2 

う
つ

病
エ

ピ
ソ

ー
ド

極
度

の
⻑

時
間

労
働

16
7

41
32

7
2

0

39
30

代
男

性
製

造
業

事
務

従
事

者
1〜

3年
⽬

転
職

2回
以

上
F4

3.
2 

適
応

障
害

顧
客

や
取

引
先

か
ら

ク
レ

ー
ム

を
受

け
た

（
強

）
、

仕
事

内
容

・
仕

事
量

の
（

⼤
き

な
）

変
化

を
⽣

じ
さ

せ
る

出
来

事
が

あ
っ

た
（

強
）

74
83

55
10

5
10

3
42

40
30

代
⼥

性
卸

売
業

，
⼩

売
業

販
売

従
事

者
1〜

3年
⽬

転
職

2回
以

上
F4

3.
2 

適
応

障
害

極
度

の
⻑

時
間

労
働

15
2

11
9

10
7

10
0

94
53
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事
案

番
号

発
病
時

年
齢

性
別

業
種

職
種

勤
続
年
数

転
職
経
験

決
定
時
疾
患
名

出
来
事
（
認
定
事
実
）

時
間 1

時
間 2

時
間 3

時
間 4

時
間 5

時
間 6

41
20

代
男

性
宿

泊
業

，
飲

⾷
サ

ー
ビ

ス
業

サ
ー

ビ
ス

職
業

従
事

者
1〜

3年
⽬

転
職

な
し

F3
2 

う
つ

病
エ

ピ
ソ

ー
ド

１
か

⽉
に

80
時

間
以

上
の

時
間

外
労

働
を

⾏
っ

た
（

強
）

、
2週

間
以

上
に

わ
た

っ
て

連
続

勤
務

を
⾏

っ
た

（
強

）
、

転
勤

を
し

た
（

強
）

14
3

13
8

18
0

10
2

70
64

42
20

代
男

性
運

輸
業

，
郵

便
業

建
設

・
採

掘
従

事
者

1〜
3年

⽬
転

職
2回

以
上

F3
2 

う
つ

病
エ

ピ
ソ

ー
ド

１
か

⽉
に

80
時

間
以

上
の

時
間

外
労

働
を

⾏
っ

た
（

強
）

、
2週

間
以

上
に

わ
た

っ
て

連
続

勤
務

を
⾏

っ
た

（
強

）
、

会
社

の
経

営
に

影
響

す
る

な
ど

の
重

⼤
な

仕
事

上
の

ミ
ス

を
し

た
（

弱
）

13
7

20
8

14
8

12
13

3
12

1

43
20

代
男

性
学

術
研

究
，

専
⾨

・
技

術
サ

ー
ビ

ス
業

専
⾨

的
・

技
術

的
職

業
従

事
者

4〜
9年

⽬
転

職
な

し
F3

2 
う

つ
病

エ
ピ

ソ
ー

ド
１

か
⽉

に
80

時
間

以
上

の
時

間
外

労
働

を
⾏

っ
た

（
強

）
、

上
司

と
の

ト
ラ

ブ
ル

が
あ

っ
た

（
弱

）
10

1
97

11
6

11
3

73
73

44
50

代
男

性
宿

泊
業

，
飲

⾷
サ

ー
ビ

ス
業

サ
ー

ビ
ス

職
業

従
事

者
10

〜
19

年
⽬

転
職

2回
以

上
F3

2 
う

つ
病

エ
ピ

ソ
ー

ド
極

度
の

⻑
時

間
労

働
20

9
17

5
12

7
13

0
13

1
-

45
20

代
男

性
学

術
研

究
，

専
⾨

・
技

術
サ

ー
ビ

ス
業

専
⾨

的
・

技
術

的
職

業
従

事
者

1〜
3年

⽬
転

職
1回

F3
2 

う
つ

病
エ

ピ
ソ

ー
ド

極
度

の
⻑

時
間

労
働

16
6

18
0

17
1

18
0

12
0

12
6

46
20

代
⼥

性
医

療
，

福
祉

専
⾨

的
・

技
術

的
職

業
従

事
者

4〜
9年

⽬
転

職
な

し
F3

2 
う

つ
病

エ
ピ

ソ
ー

ド

複
数

名
で

担
当

し
て

い
た

業
務

を
1⼈

で
担

当
す

る
よ

う
に

な
っ

た
（

中
）

、
仕

事
内

容
・

仕
事

量
の

（
⼤

き
な

）
変

化
を

⽣
じ

さ
せ

る
出

来
事

が
あ

っ
た

（
強

）
53

10
9

62
32

84
10

7

47
30

代
男

性
建

設
業

専
⾨

的
・

技
術

的
職

業
従

事
者

1〜
3年

⽬
転

職
2回

以
上

F3
3 

反
復

性
う

つ
病

性
障

害
極

度
の

⻑
時

間
労

働
15

8
28

0
49

44
6

48
40

代
⼥

性
サ

ー
ビ

ス
業

（
他

に
分

類
さ

れ
な

い
も

の
）

事
務

従
事

者
4〜

9年
⽬

転
職

2回
以

上
F3

3 
反

復
性

う
つ

病
性

障
害

上
司

と
の

ト
ラ

ブ
ル

が
あ

っ
た

（
中

）
、

2週
間

以
上

に
わ

た
っ

て
連

続
勤

務
を

⾏
っ

た
（

強
）

10
4

10
0

10
4

11
9

10
3

10
3

49
40

代
男

性
サ

ー
ビ

ス
業

（
他

に
分

類
さ

れ
な

い
も

の
）

事
務

従
事

者
4〜

9年
⽬

転
職

2回
以

上
F4

3.
2 

適
応

障
害

極
度

の
⻑

時
間

労
働

17
2

18
2

18
5

78
52

65

50
40

代
男

性
卸

売
業

，
⼩

売
業

輸
送

・
機

械
運

転
従

事
者

4〜
9年

⽬
転

職
2回

以
上

F3
2 

う
つ

病
エ

ピ
ソ

ー
ド

極
度

の
⻑

時
間

労
働

16
8

15
7

12
4

11
6

16
0

15
4

51
50

代
男

性
医

療
，

福
祉

管
理

的
職

業
従

事
者

1〜
3年

⽬
転

職
2回

以
上

F3
2 

う
つ

病
エ

ピ
ソ

ー
ド

仕
事

内
容

・
仕

事
量

の
(⼤

き
な

)変
化

を
⽣

じ
さ

せ
る

出
来

事
が

あ
っ

た
(強

)
51

61
10

1
37

38
59

注
：

「
時

間
1」

〜
「

時
間

6」
は

、
そ

れ
ぞ

れ
、

発
病

前
1か

⽉
〜

6か
⽉

に
お

け
る

1か
⽉

間
の

時
間

外
労

働
時

間
数

を
表

す
。

「
-」

は
不

明
で

あ
る

。

209




